
第１０回 田沢湖・角館・西木合併協議会 

 

            日時 平成16年2月27日（金） 午後１時30分 

            場所 西木村総合開発センター 集会室 

 

 

会議次第 

 

１．開 会 

 

２．会長あいさつ 

 

３．会議録署名委員の指名について 

 

４．議 題 

  報告第２０号  平成１５年度田沢湖・角館・西木合併協議会補正予算 

         （第１号）について 

  報告第２１号  平成１６年度田沢湖・角館・西木合併協議会予算について

 協議案第１０号  議会議員の定数及び任期の取扱いについて（継続協議） 

  協議案第１１号 農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて 

                             （継続協議）

  協議案第３６号  地方税の取扱いについて（その２） 

  協議案第３７号  使用料、手数料等の取扱いについて 

  協議案第３８号  行政区の取扱いについて 

  協議案第３９号  納税関係事業の取扱いについて 

  協議案第４０号  商工・観光関係事業の取扱いについて 

  協議案第４１号  勤労者・消費者関連事業の取扱いについて 

 協議案第４２号 建設関係事業の取扱いについて 

 協議案第４３号 電算システム事業の取扱いについて（提案） 

 協議案第４４号 ごみ収集運搬業務事業の取扱いについて（提案） 

  協議案第４５号 環境対策事業の取扱いについて（提案） 

 協議案第４６号 上・下水道事業の取扱いについて（提案） 

 協議案第４７号 地域交通対策関係事業の取扱いについて（提案） 

 

 その他 

 

５．閉 会 

 

 



合 併 協 定 項 目 

                                                                          （その１） 

NO． 項  目  名 提出月日 確認月日 

  １ 合併の方式について H15. 4.10 第１回 H15. 4.10 第１回 

合併の期日について H15. 4.10 第１回     ２ 

（協議細目） 合併目標期日について H15. 4.10 第１回 H15. 4.10 第１回 

  ３ 新自治体の名称について H15. 5.23 第２回   

  ４ 新自治体の事務所の位置について H15. 5.23 第２回   

財産の取扱いについて H15. 5.23 第２回     ５ 

（協議細目） 財産の取扱いについて（財産区除く） H15. 5.23 第２回 H15. 5.23 第２回 

  ６ 一般職の職員の身分の取扱いについて H15. 5.23 第２回 H15. 5.23 第２回 

新市町村建設計画について H15. 5.23 第２回     ７ 

（協議細目） 新市町村計画の概要について H15. 5.23 第２回 H15. 5.23 第２回 

  ８ 議会の議員の定数及び任期の取扱いについて H15. 6.27 第３回   

  ９ 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて H15. 6.27 第３回   

地方税の取扱いについて H15. 6.27 第３回   

（協議細目） 地方税の取扱いについて（その１） H15. 6.27 第３回 H15. 7.25 第４回 

１０ 

（協議細目） 地方税の取扱いについて（その２） H16. 1.23 第９回   

１１ 特別職の職員の身分の取扱いについて H15. 7.25 第４回 H15. 7.25 第４回 

１２ 介護保険事業の取扱いについて H15. 7.25 第４回 H15. 7.25 第４回 

１３ 慣行の取扱いについて H15. 8.29 第５回 H15. 9.26 第６回 

各種事務事業の取扱いについて H15. 8.29 第５回 H15. 9.26 第６回 

（協議細目） 国際交流・広域交流事業の取扱いにつ 

いて 

H15. 8.29 第５回 H15. 9.26 第６回 

（協議細目） 電算システム事業の取扱いについて H16. 2.27 第10回   

（協議細目） 広報広聴関係事業の取扱いについて H15. 8.29 第５回 H15. 9.26 第６回 

（協議細目） 納税関係事業の取扱いについて H16. 1.23 第９回   

（協議細目） 消防防災関係事業の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） 交通安全関係事業の取扱いについて H15. 8.29 第５回 H15. 9.26 第６回 

（協議細目） 窓口業務の取扱いについて H15. 8.29 第５回 H15. 9.26 第６回 

（協議細目） 障害者福祉事業の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） 高齢者福祉事業の取扱いについて H15. 8.29 第５回 H15. 9.26 第６回 

（協議細目） 児童福祉事業の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） 生活保護事業の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） ごみ収集運搬業務事業の取扱いについ 

て 

H16. 2.27 第10回   

（協議細目） 環境対策事業の取扱いについて H16. 2.27 第10回   

１４ 

（協議細目） 商工・観光関係事業の取扱いについて H16. 1.23 第９回   
 



合 併 協 定 項 目 

                                                                          （その２） 

NO． 項  目  名 提出月日 確認月日 

（協議細目） 勤労者・消費者関連事業の取扱いにつ 

いて 

H16. 1.23 第９回   

（協議細目） 建設関係事業の取扱いについて H16. 1.23 第９回   

（協議細目） 上・下水道事業の取扱いについて H16. 2.27 第10回   

（協議細目） 市（町村）立学校の通学区域の取扱い 

について 

H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） 学校教育事業の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） 文化振興事業の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） コミュニティ活動の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

（協議細目） 社会教育事業の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

 

（協議細目） 地域交通対策関係事業の取扱いについ 

て 

H16. 2.27 第10回   

１５ 条例・規則等の取扱いについて H15. 9.26 第６回 H15.10.24 第７回 

１６ 公共的団体等の取扱いについて H15. 9.26 第６回 H15.10.24 第７回 

１７ 補助金・交付金等の取扱いについて H15.10.24 第７回 H16. 1.23 第９回 

１８ 使用料、手数料等の取扱いについて H16. 1.23 第９回   

１９ 行政区の取扱いについて H16. 1.23 第９回   
 



報告第２０号

　 平成１５年度　田沢湖・角館・西木合併協議会の補正予算(第１号）は、次に定めるところ

による。

　

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ５４１千円を追加し、歳入歳出予算の

　総額を歳入歳出それぞれ ２５，５４２千円とする。

 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

　出予算の金額は、「第１表　歳入歳出補正予算」による。

   平成１５年度　田沢湖・角館・西木合併協議会補正予算（第１号）



【歳　入】 　　　　　　　　(単位：千円)

補正前の額 補正額 計

3 繰越金 0 541 541

1 繰越金 0 541 541 任意合併協議会繰越金 541

25,001 541 25,542

【歳　出】 　　　　　　　　　(単位：千円)

補正前の額 補正額 計

1 総務費 7,983 1,261 9,244

1 会議費 1,823 337 2,160

協議会 85

小委員会 252

2 事務費 6,160 924 7,084

　 　 　 事務所維持費 924

2 事業推進費 16,681 -1,261 15,420

1 事業推進費 16,681 -1,261 15,420

新市例規立案策定委託料 -1,969

新市名称募集関係費 708

3 予備費 337 541 878

1 予備費 337 541 878

25,001 541 25,542歳　出　合　計

歳　入　合　計

説　　　　　　　　　　明款 項

第１表　　歳入歳出補正予算

款 項 説　　　　　　　　　　明



報告第２１号

平成１６年度　田沢湖・角館・西木合併協議会予算

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 21,001千円とする。

　（歳出予算の流用）

第２条　予算支出にあたり、款項相互の金額は必要に応じて流用することができる。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」
 による。



第１表 　歳入歳出予算

歳　入  (単位：千円)

本年度
予算額

前年度
予算額

比　較

1 負担金 20,000 20,000 0

1 負担金 20,000 20,000 0 田沢湖町 7,176

角 館 町 7,706

西 木 村 5,118

2 県支出金 0 5,000 -5,000

1 県支出金 0 5,000 -5,000 法定合併協議会支援事業費補助金 -

3 繰越金 1,000 0 1,000

1 繰越金 1,000 0 1,000 前年度繰越金 1,000

4 諸収入 1 1 0

1 諸収入 1 1 0 預金利子 1

21,001 25,001 -4,000

歳　出  (単位：千円)

本年度
予算額

前年度
予算額

比　較

1 総務費 8,682 7,983 699  

1 会議費 1,853 1,823 30

 協議会 1,815

 幹事会 1

専門部会 1

監査 36

2 事務費 6,829 6,160 669

事務所維持費 4,155

事務所物品等賃借料 2,274

事務連絡旅費等 400

2 事業費 12,060 16,681 -4,621

1 事業推進費 12,060 16,681 -4,621

新市建設計画策定 3,475

新市将来構想策定 300

新市例規立案策定 80

3,694

合併調印式関係 652

市章募集関係 581

職員研修会 330

新市誕生記念事業等 1

合併先進地調査研修費 2,912

新市名称関係 35

3 予備費 259 337 -78

1 予備費 259 337 -78

21,001 25,001 -4,000

款 項 説　　　　　　　　　　明

歳　出　合　計

住民ＰＲ費（ＰＲ誌、啓発、リーフレット等）

説　　　　　　　　　　明款 項

歳　入　合　計



協議案第１０号  

 

   議会議員の定数及び任期の取扱いについて（継続協議）  

 

 
 議会議員の定数及び任期の取扱いについて、次のとおり提案する。 



 

協 議 事 項          議会議員の定数及び任期の取扱い 関 係 項 目          

調整の内容 

①３町村の議会議員は、市町村の合併の特例に関する法律（昭和 40 年法律第 6 号）第 7 条第 1 項の規定を適用し、平成 17 年 10 月 31 日まで引

き続き新市の議会議員として在任する。 

②新市の議会議員定数は 24 人とする。 

 

 

区 分     合併特例法を適用しない場合 
定数に関する特例（合併特例法第 6 条）を適用

する場合 

在任に関する特例（合併特例法第 7 条）を適用

する場合 

１  合 併 関 係 市 町 村 

の議会の議員の身分  

 合併関係市町村の廃止と同時に失職す

る。 
 合併関係市町村の廃止と同時に失職する。 

 合併関係市町村の協議により、合併後２年を

超えない範囲に限り、引き続き合併市町村の議

会の議員として在任することができる。 

２ 任    期  
 設置選挙の日から４年         

    （地方自治法第 93 条第 1 項） 

 設置選挙の日から４年         

     （地方自治法第 93 条第 1 項） 

 合併後 2 年を超えない範囲で協議で定める期

間。 

３ 定    数 

 地方自治法第 91 条第 2 項に基づく合併市

町村の人口（地方自治法第 254 条）区分ごと

の上限数の範囲内で条例で定める。 

 

 地方自治法第 91 条第 2 項 

 人口 5 万人未満の市  26 人 

 人口２万人以上の町村 26 人 

    （平成 15 年１月１日から施行） 

 

＊ 人口＝官報で公示された最近の国勢調

査人口又は、これに準ずる全国的な人口

調査の結果による人口。 

（地方自治法第 254 条）           

 設置選挙に限り合併関係市町村の協議により、

地方自治法第 91 条第 2 項の定数の 2 倍を超え

ない範囲で定数を定めることができる。 

 

＊ 合併後の人口が 

  5 万人未満市、２万人以上町村＝26 人 

  2 倍を超えない範囲 

       26 人×2＝52 人以内 

 この特例による定数は、解散、総辞職等によっ

て議員がすべてなくなったときは、地方自治法第

91 条の定数に復帰する。（合併特例法第 6 条第

1 項） 

 地方自治法第 91 条の定数を超えるときには、

当該数をもって合併市町村の議会の議員定数

とし、議員に欠員が生じたとき、または議員がす

べていなくなったときは、これに応じてその定数

は第 91 条の規定に至るまで減少する。 

４ 選挙期日       
 設置の日から 50 日以内 

 （公職選挙法第 33 条第 3 項） 

 設置の日から 50 日以内 

 （公職選挙法第 33 条第 3 項） 

 選挙を行わない。 

５ 補欠選挙の適用        有  有  無 

６選 挙 区        

条例で選挙区を設けることができる。（公職選挙法第 15 条第 6 項） 

（合併後、最初に行われる設置選挙に限り、選挙区ごとの議員定数は、人口に比例しないで定め

ることができる。（公職選挙法施行令第 9 条）） 

 

 



協議案第１１号  

 

   農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて（継続協議）  

 

 

 農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項         農業委員会委員の定数及び任期の取扱い          関 係 項 目  

調整の内容 

① ３町村の農業委員会は、農業委員会等に関する法律（昭和 26 年法律第 88 号）第 34 条第 1 項の規定を適用し、平成 17 年 7 月 19 日まで新

市の農業委員会として存続する。その後、一つに統合し、旧町村を区域とする３つの選挙区を設けるものとする。 

② 選挙による委員の定数は、２０人とする。 

③  各選挙区ごとの委員の定数については、合併時までに調整する。 

 

 田沢湖町 角館町 西木村 計 

 

●定数    １９人 

① 選挙委員   １４人 

② 選任委員    ５人 

 （農協推薦 １人） 

 （共済推薦 １人） 

（議会推薦 ３人） 

 

● 任期 

平成１７年７月１９日 

 

●定数    １６人 

①選挙委員   １１人 

②選任委員    ５人 

（農協推薦 １人） 

（共済推薦 １人） 

（議会推薦 ３人） 

 

● 任期 

平成１７年７月１９日 

 

●定数    １５人 

①選挙委員   １０人 

②選任委員    ５人 

（農協推薦 １人） 

（共済推薦 １人） 

（議会推薦 ３人） 

 

● 任期 

平成１７年７月１９日 

 

●定数    ５０人 

①選挙委員   ３５人 

②選任委員   １５人 

（農協推薦 ３人） 

（共済推薦 ３人） 

（議会推薦 ９人） 

現
在
の
農
業
委
員
会
委
員
の
定
数
及
び
任
期 

農業委員会の委員の任期は、農業委員会制度が発足した昭和 26 年７月に執行された一般選挙以来、３年ごとに任期満了に伴う一般選挙が執行されてきました。 

３町村の農業委員会は、委員の総辞職や解散等がなかったため大多数の自治体と同様に、現在の委員の任期は平成 17 年７月 19 日となっています。 

これまでの例によると、平成 17 年７月には、第 19 回農業委員会委員の統一選挙が執行されるものと思われます。 

 

※ 農業委員会を設置している自治体の約 68％が、３町村農業委員会の委員の任期と同様となっています。 （平成 14 年、第 18 回統一選挙時） 

課 

題 

等 

農業委員会の事務の取扱いについて ‥‥‥農業委員会が行うべき、「農地の競売の買受適格証明」、「耕作証明」、「贈与税･相続税の納税猶予に関する適格者

証明」等の証明発行などの農地法関係の事務の処理については、市町村の合併に伴い農業委員会が一時的に事務を行えないとしても農業委員会が設置

されていることには変わりなく、市町村長部局が当該事務処理をすることは適当でないと解されています。 

 

農業委員会の設置数について‥‥‥ 新自治体の区域面積が、10 万 ha 以上であり、農業委員会等に関する法律第３条第２項の規定（施行令による基準 市町村

の区域面積が 24,000ha を超える）により、２以上の農業委員会を置くことができることとなっています。 

 なお、一の農業委員会の、合併特例法第８条第１項の規定により新設合併の場合は選挙による委員の数は 80 人を超えられないと規定されていますが、３

町村の農業委員会の選挙による委員の数は 35 人であり全委員が新自治体の農業委員会の選挙による委員となることができます。 

 

農業委員会の選挙による委員の定数について‥‥‥新自治体における選挙による委員の定数は、農業委員会等に関する法律施行令第２条の２の規定により、30

人以下で条例により定めることになっています。また、選任の委員は、農協推薦１人、共済推薦１人、議会推薦５人以下となっています。 

なお、農業委員会等に関する法律第 19 条の規定により、選挙による委員の定数が 20 人を超える場合は、農地部会を設置しなければなりません。 

 



 

新
市
農
業
委
員
会
の
定
数
及
び
任
期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）欠員を生じ、又は委員がすべていなくなったときは、これに応じて、その定数は農業委員会等に関する法律第 7 条の定数に至るまで減少する。 

区  分 選任方法等 定  数 任  期 根 拠 法 令 

原則    新たに選挙する 条例で定める数 3 年 

農業委員会等に関する法律第 3

条、第 7 条及び第 15 条の各第 1

項 新しいまちに 1 つの委員会を

置く場合 

特例    

右記の定数を超えるとき

は、合併関係町村の選挙

による委員で互選する 

協議により 80 人を超

えず 10 人を下らない

数（注） 

合併後1年を超えな

い範囲で協議で定

める期間 

市町村の合併の特例に関する

法律第 8 条第 1 項、第 2 項 

 

合併前の農業委員会の区域

を引き継ぐ場合 特例    
３つの農業委員会委員が

そのまま在任 

３つの農業委員会委

員定数 

それぞれの任期ま

での期間 

市町村の合併の特例に関する

法律第 34 条第 1 項 

合併後に新たに２以上の農

業委員会を設置する場合 特 例

右記の定数を超えるとき

は、合併関係町村の選挙

による委員で互選する 

協議により 80 人を超

えず 10 人を下らない

数（注） 

合併後1年を超えな

い範囲で協議で定

める期間 

市町村の合併の特例に関する

法律第 8 条第 3 項 



協議案第３６号  

 

   地方税の取扱いについて（その２）  

 

 

 地方税の取扱いについて（その２）、次のとおり提案する。  



　　地方税の取扱い（その２）

 １． 国民健康保険税は、算定方式を所得割、資産割、均等割、平等割の４方式とし、税率については、できるだけ大幅な変動が生じないよう調整に努

     め、新市の賦課時に決定する。納期については、６期とし最終納期を１２月２８日とする。

 ２．都市計画税については、現行のとおり新市に引き継ぐこととし、新市において事業の見直しも含めた検討を行い、将来的に廃止の方向で調整する。

 ３．納税貯蓄組合に係る事務費補助金については、合併時に再編することとし、奨励的補助金は、新市において廃止する。

○基礎課税額 ○基礎課税額 ○基礎課税額 　基礎課税額の限度額につい

(世帯主及び世帯の被保険者につき算定 (世帯主及び世帯の被保険者につき算定 (世帯主及び世帯の被保険者につき算定 ては、医療費の動向を考慮し、

した所得割額及び資産割額並びに被保険 した所得割額及び資産割額並びに被保険 した所得割額及び資産割額並びに被保険 平成１７年度から統一のうえ課

者均等割額及び世帯別平等割額） 者均等割額及び世帯別平等割額） 者均等割額及び世帯別平等割額） 税する。

　課税限度額　　　　　５３０，０００円 　課税限度額　　　　　５３０，０００円 　課税限度額　　　　　５３０，０００円

○基礎課税額の税率（Ｈ１５） ○基礎課税額の税率Ｈ１５） ○基礎課税額の税率（Ｈ１５） 　基礎課税額の税率について

　　・所得割額　　　　　　　　　　７．５０％ 　　・所得割額　　　　　　　　　　８．００％ 　　・所得割額　　　　　　　　　　６．５０％ は、医療費の動向を考慮し、平

　　・資産割額　　　　　　　　　１１．６０％ 　　・資産割額　　　　　　　　　２５．００％ 　　・資産割額　　　　　　　　　３２．００％ 成１７年度から統一のうえ課税

　　・均等割額（一人につき）　２２，８００円 　　・均等割額（一人につき）　２３，０００円 　　・均等割額（一人につき）　２３，０００円 する。

　　・世帯別平等割額（一世帯）２８，５００円 　　・世帯別平等割額（一世帯）３４，０００円 　　・世帯別平等割額（一世帯）３３，０００円

○介護納付金課税額（基礎課税額に同じ） ○介護納付金課税額（基礎課税額に同じ） ○介護納付金課税額（基礎課税額に同じ） 　介護納付金課税額の課税限

　課税限度額　　　　　　８０，０００円 　課税限度額　　　　　　８０，０００円 　課税限度額　　　　　　８０，０００円 度額については、医療費の動

向を考慮し、平成１７年度から

統一のうえ課税する。

○介護納付金課税額の税率 ○介護納付金課税額の税率 ○介護納付金課税額の税率 　介護納付金の税率について

　　・所得割額　　　　　　　　　　１．０８％ 　　・所得割額　　　　　　　　　　１．２０％ 　　・所得割額　　　　　　　　　　１．００％ は、医療費の動向を考慮し、平

　　・資産割額　　　　　　　　　　３．４４％ 　　・資産割額　　　　　　　　　　４．００％ 　　・資産割額　　　　　　　　　　６．８０％ 成１７年度から統一のうえ課税

　　・均等割額　　　　　　　　　　７，９００円 　　・均等割額　　　　　　　　　　５，５００円 　　・均等割額　　　　　　　　　　７，０００円 する。

　　・世帯別平等割額（一世帯） ４，９００円 　　・世帯別平等割額（一世帯） ６，０００円 　　・世帯別平等割額（一世帯） ４，０００円

○納　　　期 ○納　　　期 ○納　　　期 　角館町の例による。

　　第１期　　　７月１０日から同月３１日 　　第１期　　　７月　１日から同月３１日 　　第１期　　　７月　１日から同月３１日 　平成１７年度から６期とし、最

　　第２期　　　９月　１日から同月３０日 　　第２期　　　８月　１日から同月３１日 　　第２期　　　８月　１日から同月３１日 終納期を１２月２８日とする。

　　第３期　　１０月　１日から同月３１日 　　第３期　　　９月　１日から同月３０日 　　第３期　　　９月　１日から同月３０日

　　第４期　　１２月　１日から同月２５日 　　第４期　　１０月　１日から同月３１日 　　第４期　　１０月　１日から同月３１日

　　第５期　　１１月　１日から同月３０日 　　第５期　　１１月　１日から同月３０日

　　第６期　　１２月　１日から同月２８日 　　第６期　　１２月　１日から同月２５日

協議事項 関係項目

事務事業名 田沢湖町 角館町

調整の内容

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

西木村
調整方針

国民健康保険税



○課税なし ○課税客体等 ○課税なし 　現行のとおり新市に引き継ぐ。

　　次の区域内に所在する土地及び家屋 　新市において財政計画も含

　に対し、その価格を課税標準としてその めた事業の見直しを協議し、廃

　所有者に課する。 止に向けた調整を行う。

　１．旧角館地区全部（下川原地区を除く）

　２．大字小勝田の内次の小字の全部

　　　鵜ノ崎、中川原、下川原、石渕

　３．大字小勝田の内次の小字については

　　国道４６号線東側全部と国道４６号線西

　　側５０メートル以内の部分

       間野、下村、滝の沢、小倉前

○税　　　率　　　　　　　　０．１８％

○賦課期日

　　当該年度の初日の属する年の１月１日

○納　　　期

　・第１期　　　　５月　１日から同月３１日

　・第２期　　　　７月　１日から同月３１日

　・第３期　　　　９月　１日から同月３０日

　・第４期　　　１１月　１日から同月３０日

《参考》

・都市計画税の税率

　　都市計画税の税率は、０．３／１００を

　超えることができない。

　・平成１４年度現年度課税分

　　　　　　　　　　　　　４５，５９８，５００円

　・平成１５年度現年度課税分（当初）

                           ４６，２２４，１００円

都市計画税

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
調整方針

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村



○事務費補助金 ○事務費補助金　　　　該当なし ○事務費補助金 　西木村の例による。

・組合使用人の給料費 ・平等割額

　（組合員数）  （組合員数）

　１５人未満　　　　　　　　　 ２，０００円以内  １５人以下の組合　　　　　２０，０００円

　１５人以上２０人未満　　　４，０００円以内  １６人以上３０人まで　　 　３０，０００円

　２０人以上３０人未満　　　６，０００円以内  ３１人以上４０人まで　　　 ４０，０００円

　３０人以上　　　　　　　　 　８，０００円以内  ４１人以上　　　　　　　　　 ５０，０００円

・書類帳簿等の購入費 ・均等割額

 １組合につき　　　　　　　　１，２００円以内  組合員一人につき　　　　　１，０００円

・事務所使用料 ・納期内収納割合が９５％未満の組合に対

 １組合につき　　　　　　　　１，５００円以内 　しては、上記の補助金額を次の区分によ

・その他の事務諸費 　り減額する。

 組合員一人につき　　　　　　１５０円以内 　１．９０％以上９５％未満　　　１０％減額

　２．８５％以上９０％未満　　　２０％減額

　３．８５％未満　　　　　　　　　 ３０％減額

　平成１４年度実績　　１，２６２，９００円 　平成１４年度実績　　２，９９８，７００円

　平成１５年度予算　　１，３１２，０００円 　平成１５年度予算　　３，０００，０００円

○奨励的補助金（Ｈ１５現在） ○奨励的補助金(Ｈ１５現在) ○奨励的補助金　　　　該当なし 　新市において廃止する。

　（国民健康保険税以外） 　・世帯割額

　・納期内納付額　　　　　　２．５％ 　　　　納期内完納組合　　　　６００円

　・年内納付　　　　　　　　　１．０％ 　・税額割額

　（国民健康保険税） 　　　　納期内完納組合　　　　　３．０％

　・納期内納付額　　　　　　１．０％ ※一定の地域を単位とした組合以外の組

　・年内納付　　　　　　　　　０．５％ 　　合に交付する税額割額は、２．５％

※毎年各率０．５％減額中

　平成１４年度決算　　１２，１６３，５００円 　平成１４年度決算　　２５，２９３，９００円

　平成１５年度予算　　２２，４９４，０００円 　平成１５年度予算　　２１，２２７，０００円

調整方針

納税貯蓄組合

西木村

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

事務事業名 田沢湖町 角館町



協議案第３７号  

 

   使用料、手数料等の取扱いについて  

 

 

 使用料、手数料等の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項 使用料･手数料等の取扱い 関 係 項 目  

調整の内容 

１ ３町村で差異のない使用料及び手数料については、現行のとおりとする。 

２ ３町村で差異のある使用料及び手数料については、新市における住民の一体性の確保を図るとともに、住民負担に配慮し、負

担の公平の原則から、適正な料金のあり方等を合併時に統一するよう調整する。 

３ 各種施設等の使用料については施設の内容、建設年度が異なることから、原則として現行のとおりとする。ただし、同一又

は類似する施設等の使用料については可能な限り統一に努める。 

 

現     況 

主な使用料、手数料の例 

■主な使用料                       ■主な手数料 

   町村営住宅使用料                     戸籍手数料 

   道路占用料                        住民票手数料 

   水道使用料                        印鑑証明手数料 

   下水道等使用料                      諸証明手数料 

   公民館、体育館等使用料                  公募閲覧手数料 

   野球場、都市公園等使用料                 診断書料 

   斎場使用料                        狂犬病予防事務手数料 

   公営墓地使用料                      臨時運行許可申請手数料 

   駐車場使用料                       督促手数料 

関係法令 

（使用料） 地方自治法第２２５条 

「普通地方公共団体は、第２３８条の４第４項の規定による許可を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を

徴収することができる。」 

 

（手数料） 地方自治法第２２７条 

「普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定に者のためにするものにつき、手数料を徴収することができる。」 

      地方自治法第２２８条第１項 

「分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例でこれを定めなければならない。この場合において、手数料

について全国的に統一して定めることが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下本項において「標準事務」と

いう。）について手数料を徴収する場合においては、当該標準事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金

額の手数料を徴収することを標準として条例を定めなければならない。」 

 



協議案第３８号  

 

   行政区の取扱いについて  

 

 
 行政区の取扱いについて、次のとおり提案する。 



協 議 事 項 行政区の取扱い 関 係 項 目  

調整の内容 
行政区については、当面の間現行のとおりとする。新市において統合再編に努める。 

３町村が行っている行政連絡員制度を現行のとおり新市で継続する。なお、行政連絡員の行う業務については合併時までに調整する。 

 

現        況 

田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

行政区 

 田沢地区  11行政区 

 生保内地区 47行政区 

 神代地区  57行政区 

  合計    115行政区 

 

 

行政事務連絡員 

 ・115名（任期1年） 

 

会 議 

 行政事務連絡員会議 毎年4月に開催 

 

業 務 

 「町広報」「議会だより」お知らせ文書等を各

戸に配布する。 

 

配布回数 

 月３回（10日、20日、末日） 

 

報 酬 

  世帯割    450円 

  均等割 10,000円 

 

平成１４年度決算額 ２，８４７千円 

平成１５年度予算額 ３，０１２千円 

行政区 

 角館地区 89行政区 

中川地区 25行政区 

雲沢地区 36行政区 

白岩地区 30行政区 

 合計   180行政区 

 

行政連絡員 

 ・180名（任期1年） 

 

会 議 

 行政連絡員会議 毎年6月に開催 

 

業 務 

 「お知らせナビ」チラシ等を各戸に配布する。 

 

 

配布回数 

 月２回（１日、15日） 

 

報 酬 

 世帯割   300円 

 均等割  8,500円 

 

平成１４年度決算額 ３，８３３千円 

平成１５年度予算額 ２，９８３千円 

行政区 

 西明寺地区 47行政区 

檜木内地区 33行政区 

 合計    80行政区 

 

 

 

行政連絡員 

 ・80名（任期1年） 

 

会 議 

 集落座談会と合わせて開催 

 

業 務 

 「村広報」「議会だより」お知らせ文書等を各

戸に配布する。 

 

配布回数 

 月３回（５日、15日、25日） 

 

報 酬 

 世帯割    970円 

 均等割 20,000円 

 

平成１４年度決算額 ３，１８８千円 

平成１５年度予算額 ３，２１６千円 

行政区については、当面の間

現行のとおりとする。 

現在の行政連絡員制度を現

行のとおり新市で継続する。 

なお、行政連絡員の行う業務

については合併時までに調

整する。 

 

 

 

 



協議案第３９号  

 

   納税関係事業の取扱いについて【協定項目２３－４】  

 

 

 納税関係事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  



  各種事務事業の取扱い 　　納税関係事業

　１．申告受付事務は、新市において調整する。

　２．その他納税関係事務及び事業については、次の区分により調整する。

　　（１）合併時までに調整するもの

　　（２）新市において調整するもの

○住民税・所得税の申告期間中の対応 ○住民税・所得税の申告期間中の対応 ○住民税・所得税の申告期間中の対応 　新市において調整する。

　・受付会場 　・受付会場 　・受付会場

　　田沢湖町役場税務課 　　角館町役場税務課     西木村役場税務課

　　田沢地区－コミュニティホーム 　　角館地区－伝承館 　　上桧木内地区－公民館

　　神代地区－就業改善センター 　　中川地区－多目的研修センター 　　桧木内地区－林業総合センター

　　生保内地区－総合開発センター 　　雲沢地区－農林業研修センター 　　西明寺地区－総合開発センター

　　（地区以外からの申告相談も受付） 　　白岩地区－基幹集落センター 　　（地区以外からの申告相談も受付）

　　（地区以外からの申告相談も受付）

○対象税目 ○対象税目 ○対象税目   角館町の例とする。

　町県民税・固定資産税・軽自動車税・ 　町県民税・固定資産税・軽自動車税・ 　村県民税・固定資産税・軽自動車税

　国民健康保険税 　国民健康保険税 　国民健康保険税

○口座振替金融機関 ○口座振替金融機関 ○口座振替金融機関

　　指定金融機関・指定代理金融機関・ 　　指定金融機関・指定代理金融機関・ 　　指定金融機関・指定代理金融機関・

　　収納代理金融機関 　　収納代理金融機関 　　収納代理金融機関

○引落し日 ○引落し日 ○引落し日

　・町県民税　　 　・町県民税 　・村県民税

　　　　6/15・6/30・8/31・10/31・12/25 　　　　6/15・6/25・8/25・10/25・12/25 　　　　6/15・6/30・8/31・10/30・12/25

　・固定資産税 　・固定資産税 　・固定資産税

　　　　5/15・5/31・7/31・9/30・11/30 　　　　5/15・5/25・7/25・9/25・11/25 　　　　5/15・5/31・7/31・9/30・11/30

　・軽自動車税　　　5/31 　・軽自動車税　　　4/25 　・軽自動車税　　　4/30

  ・国民健康保険税 　・国民健康保険税 　・国民健康保険税

　　　　7/31・9/30・10/31・12/25 　  7/25・8/25・9/25・10/25・11/25・12/25 　　7/31・8/31・9/30・10/31・11/30・12/25

○督促の発送 ○督促の発送 ○督促の発送 　現行のとおり新市に引き継ぐ。

　　納期から２０日以内 　　納期から２０日以内 　　納期から２０日以内

○督促手数料 ○督促手数料 ○督促手数料

　　督促状１通につき　　１００円 　　督促状１通につき　　１００円 　　督促状１通につき　　１００円

督　　促

西木村
調整方針

申告受付

口座振替

協議事項 関係項目

事務事業名 田沢湖町 角館町

調整の内容

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況



○申請者の押印 ○申請者の押印 ○申請者の押印 　現行のとおり新市に引き継ぐ。

　原則として認印を求めるが、ない場合は 　原則として認印を求めるが、ない場合は 　原則として認印を求めるが、ない場合は

拇印若しくは署名のみも認める場合があ 拇印若しくは署名のみも認める場合があ 拇印若しくは署名のみも認める場合があ

る。法人の場合は、法人印を求める。 る。法人の場合は、法人印を求める。 る。法人の場合は、法人印を求める。

○委任状、添付書類 ○委任状、添付書類 ○委任状、添付書類

　本人でない場合は委任状が必要。ただし 　本人でない場合は委任状が必要。ただし 　本人でない場合は委任状が必要。ただし

個別の通達等により交付を認める場合があ 個別の通達等により交付を認める場合があ 個別の通達等により交付を認める場合が

る。この場合、必要に応じ関係書類を提出 る。この場合、必要に応じ関係書類を提出 ある。この場合、必要に応じ関係書類を提

させ確認する。 させ確認する。 出させ確認する。

○料金の種類 ○料金の種類 ○料金の種類

　１件につき２００円、１，３００円、無料 　１件につき２００円、１，３００円、無料 　１件につき２００円、１，３００円、無料

各種証明

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
調整方針

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村



協議案第４０号  

 

   商工・観光関係事業の取扱いについて【協定項目２３－１９】  

 

 

 商工・観光関係事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項 関 係 項 目

事務事業名 田 沢 湖 町 西 木 村

≪工業振興促進事業≫ ≪工場誘致事業≫
対象　　製造、加工を行う施設 対象　　製造、加工を行う施設

対象事業所（新設） 対象事業所（新設）
・投下固定資産総額　5,000万円以上
・常時雇用者数　　10人以上

・投下固定資産総額　1,000万円以上
・常時雇用者数　　10人以上

対象事業所（増設） 対象事業所（増設）
・投下固定資産総額　3,000万円以上
・常時雇用者数　　10人以上増加

・投下固定資産総額　500万円以上
・常時雇用者数　　10人以上増加

助成措置 助成措置
・固定資産税課税免除　３年間
・固定資産税不均一課税（４～５年度）

・固定資産税相当額の奨励金交付
　　５年間

　H15 指定事業所数　　なし 　H15 指定事業所数　　　なし

　H14 減免措置額　　　　－　千円 　H14 奨励金交付額　　　　　－　千円

≪田沢湖町中小企業振興資金≫ ≪西木村中小企業振興資金≫

貸付限度額 貸付限度額
・運転資金　1,000万円
・設備資金　1,500万円

・　1,000万円

利子補給　　1.5％/年 利子補給　　2.4％以内/年

保証料補給　　　全額（1.0％） 保証料補給　　　全額（1.0％）

預託金額　　１億2,000万円 預託金額　　2,500万円

　H14 利用件数　　　38件 　H14 利用件数　　24件

　H14 融資総額　　　232百万円 　H14 融資総額　　22百万円

　H14 利子補給金　6,844千円 　H14 利子補給金　2,387千円

　H14 保証料補助　5,318千円 　H14 保証料補助　1,157千円

対象事業所（増設）

・投下固定資産総額　　2,000万円以上
・常時雇用者数　　10人以上増加

助成措置

≪産業振興事業≫

対象　　製造業、運輸通信業、卸売業、
　　　　　サービス業(風俗営業を除く)

対象事業所（新設）

・投下固定資産総額　　2,000万円以上
・常時雇用者数　　10人以上

各種事務事業の取扱い 商工・観光関係事業

１　中小企業振興対策事業は、角館町の例により調整する。

角 館 町
調 整 方 針

現 況

４　観光イベント及びＰＲ事業は、主催団体と協議の上、新市において調整する。

２　中小企業事業資金融資制度は、田沢湖町の例により調整する。
調整の内容

・固定資産税課税免除　５年間

≪角館町中小企業振興資金≫

貸付限度額

・運転資金　1,500万円
・設備資金　1,500万円

　H14 減免措置額　　11,651千円

　H15 指定事業所数　　４事業所

利子補給　　2.0％/年

保証料補給　　　全額（1.0％）

預託金額　　１億2,000万円

　H14 利子補給金　2,342千円

　H14 保証料補助　4,169千円

　H14 利用件数　　　　30件

３　観光施設は、現行のとおり新市に引き継ぐ。

１
　中小企業等振興
対策事業

　角館町の例により、調整する。
　なお、合併前の町村において対象
となっている事業所については、従前
の例による。

２
　中小企業事業資
金融資等

　田沢湖町の例により、調整する。
　なお、合併前の町村において行っ
た、融資については、従前の例によ
る。

　H14 融資総額　　　　192百万円



事務事業名 田 沢 湖 町 西 木 村
≪秋田県新規事業展開資金≫
　（事業革新資金）

貸付限度額　　１億円

利子補給　　1.3％/年

　H14 利用件数　　　　　２件

　H14 融資総額　　　101百万円

　H14 利子補給金　530千円

≪秋田県中小企業振興資金≫

貸付限度額　　１億円

利子補給　　1.5％/年

預託金額　　2,000万円

　H14 利用件数　　　　　　５件

　H14 融資総額　　　　　69百万円

　H14 利子補給金　　　3,559千円

≪主な観光施設≫ ≪主な観光施設≫

　・観光情報センター「フォレイク」

　・田沢湖キャンプ場 　・かたまえ山森林公園

　・県営田沢湖オートキャンプ場 　・御座の石（鏡岩、潟頭霊泉）

　・田沢湖畔 共生木群

　H14 施設管理経費　36,499千円 　H14 施設管理経費　16,036千円

　H14 使用料等収入　10,521千円 　H14 使用料等収入　　6,222千円

≪主な観光イベント≫ ≪主な観光イベント≫

【名称】　田沢湖高原雪まつり 【名称】　上桧木内紙風船上げ

　・２月 第四　金、土、日 　・２月 10日

【名称】　刺巻の水芭蕉まつり 【名称】　松葉の裸参り

　・４月中旬～５月上旬 　・２月 第三 日曜日

【名称】　田子ノ木の観桜会 【名称】　中里のカンデッコあげ

　・４月下旬～５月上旬 　・旧暦　１月 15日

【名称】　生保内公園つつじ祭り 【名称】　鎌足･八津のカタクリ

　・５月11日～19日 　・４月15日～５月５日

　H14 利子補給金　　　　 －　千円

　H14 施設管理経費　　75,082千円

預託金額　　1,500万円

≪主な観光施設≫

　・観光情報センター「駅前蔵」

　H14 利用件数　　　　　　－　件

　H14 融資総額　　　　　　－　百万円

　・樺細工伝承館

　・西宮家

３
　観光施設管理事
業

　現行のとおり、新市に引き継ぐ。

　H14 使用料等収入　　30,817千円

≪秋田県中小企業振興資金≫

　・８月15日

【名称】　角館のお祭り

　・２月 13～14日

【名称】　角館の桜まつり

　・４月19日～５月５日

【名称】　角館の送り盆行事

≪主な観光イベント≫

【名称】　火振りかまくら

現 況
調 整 方 針

角 館 町

４
　観光イベント及び
ＰＲ事業

　現行のとおり新市に引き継ぎ、主催
団体と協議し、調整する。

　・９月 ７～９日



事務事業名 田 沢 湖 町 西 木 村

【名称】　田沢湖まつり 【名称】　戸沢氏祭

　・７月 第三　土曜日 　・８月 17日

【名称】　田沢湖マラソン

　・９月 第三　日曜日

【名称】　田沢湖ツーデーマーチ 【名称】　田沢湖ツーデーマーチ

　・９月 第四　土、日曜日 　・９月 第四　土、日曜日

【名称】　抱返り紅葉祭り

　・10月10日～11月３日

　H14 開催経費　20,720千円 　H14 開催経費　9,392千円

≪主なＰＲ関連事業≫ ≪主なＰＲ関連事業≫

・観光パンフレットの作成、配布 ・観光パンフレットの作成、配布

・町ホームページへの観光情報掲載 ・村ホームページへの観光情報掲載

・旅行雑誌広告掲載、テレビ広告宣伝 ・観光情報誌にイベント情報掲載

・観光ポジフィルムの作成

　H14 観光ＰＲ経費　4,620千円 　H14 観光ＰＲ経費　　436千円　H14 観光ＰＲ経費　　12,069千円

≪主なＰＲ関連事業≫

・観光マップの作成、配布

【名称】　抱返り紅葉祭り

　合併時に統合する。

　・10月10日～11月３日

　H14 開催経費　　14,878千円

・町ホームページへの観光情報掲載

・フィルムコミッション事業活動

調 整 方 針
角 館 町

現 況



協議案第４１号  

 

   勤労者・消費者関連事業の取扱いについて  

                    【協定項目２３－２０】  

 

 

 勤労者・消費者関連事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  

 



協 議 事 項 関 係 項 目

事務事業名 田 沢 湖 町 西 木 村

≪勤労者対策事業費補助金≫
　従業員の資質向上や職場環境の充実
のため、中小企業者が行う従業員技術
修得・資格取得研修事業や勤労者福利
厚生設備事業に対し、補助金を交付す
る。

・補助率　　2/3

・限度額　研修等 20万円、
　　　　　　福利厚生施設 200万円

　H14　研修等　　２社　302千円

　H14　福利厚生　１社　107千円

≪雇用対策事業費補助金≫
　離職者や学卒未就職者が行う技術修
得及び資格取得研修に対し、補助金を
交付する。

・補助率　　80％

・限度額　５万円

　H14　３人　150千円

≪勤労者福祉資金預託金≫ ≪勤労者福祉資金預託金≫
　勤労者の融資資金の原資として東北
労働金庫に対し、預託を行う。

　勤労者の融資資金の原資として東北
労働金庫に対し、預託を行う。

・預託金額　　2,000万円 ・預託金額　　1,000万円

１　勤労者･消費者対策事業は、勤労者支援及び消費者保護の観点から新市において取り組みに努める。調整の内容

各種事務事業の取扱い 勤労者･消費者関連事業

角 館 町
調 整 方 針

現 況

≪角館町離職者支援資金≫

　非自発的離職者に対し、再就職までの
生活、技能訓練等に必要な資金の一部
を貸付し、求職活動を支援する。

・貸付限度額　　10万円（無利子）

　現行のとおり、新市に引き継ぐ。
　なお、預託金額は新市において調
整する。

１
　勤労者対策事業

　勤労者･雇用対策事業は、田沢湖
町の例により調整し、新市に引き継ぐ
ものとし、離職者対策支援資金は廃
止する。

・返済期間　　　20か月

≪勤労者福祉資金預託金≫

　勤労者の融資資金の原資として東北労
働金庫に対し、預託を行う。

・預託金額　　1,500万円



事務事業名 田 沢 湖 町 西 木 村

≪消費者相談≫ ≪消費者相談≫
　町民からの悪徳商法による被害相談
等について、アドバイスするとともに、秋
田県生活センター等と連携し、解決に努
める。

　村民からの悪徳商法による被害相談
等について、アドバイスするとともに、秋
田県生活センター等と連携し、解決に努
める。

≪西木村消費者会議≫
　消費者意識の啓発と実践活動の推進
を図り、消費者問題を協議することを目
的に西木村消費者会議を設置。

≪消費者相談≫

　町民からの悪徳商法による被害相談等
について、アドバイスするとともに、秋田
県生活センター等と連携し、解決に努め
る。

≪消費者の会≫

　消費者の会に対して、活動費補助金を
年間７万円を交付している。

　本制度は、いずれも合併時に廃止
する。
　なお、消費者対策については、新
市において調整する。

２
　消費者行政

現 況
調 整 方 針

角 館 町

　現行のとおり、新市に引き継ぐ。



協議案第４２号  

 

   建設関係事業の取扱いについて【協定項目２３－２１】  

 

 

 建設関係事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項 各種事務事業の取扱い 　　関　係　項　目 建設関係事業の取扱い

1 都市計画マスタープラン及び都市計画区域については、新市において新たに策定する。なお、それまでの間は現行どおり引き継ぎ運用する。

2 町村道については、すべて市道として引き継ぐものとする。なお、新市においては、市道認定基準を新たに策定する。

3 除雪計画については、新市において新たに除雪計画を策定する。

4 公営住宅及び使用料については、現行どおり新市に引き継ぐものとする。
5

事務事業名

都市計画マスタープラン 都市計画マスタープラン

計画期間　　平成１６～３５年度（２０年） 計画期間　　平成１３～３２年度（２０年）

都市計画区域 都市計画区域

都市計画区域       6,680ha 都市計画区域       1,253ha

用途地域指定面積     239ha 用途地域指定面積     343ha

都市計画審議会 都市計画審議会

田沢湖町都市計画審議会 角館町都市計画審議会

委員　　　１０名（任期２年） 委員　　　１０名（任期２年）
都市公園 都市公園

公園名 公園名

生保内公園 丸山児童公園（児童公園）

（野球場、テニスコート、サブ広場、 岩瀬児童公園（児童公園）

すもう場、管理棟） 桧木内川河川公園（河川緑地）

花場山公園（いこいの森）

古城山公園（いこいの森）

落合河川公園（河川緑地）

落合運動公園（運動公園）

都市公園使用料又は占用料 都市公園使用料又は占用料

 （別表１を参照） （別表１を参照）

調整の内容

用地取得については、合併後３年を目途に地理的条件を考慮しつつ、公平性・公正性が確保されるよう取得額算定方法を調整する。なお、それまでは現行どお
りとする。

調整方針
現　　　　　　　　　　況

西木村角館町田沢湖町

１　都市計画関
係事業 計画名　　田沢湖町都市計画マスタープラン 計画名　　角館町都市計画マスタープラン

　新市において新たに策定す
る。なお、それまでの間は現計
画を引き継ぎ運用する。

　新市において新たに都市計
画審議会を設置する。

　新市に引き継ぎ、管理の適
正化、効率化に努めるものと
する。

　新市において新市域の均衡
が図られるよう新たに区域を設
定する。なお、それまでは現
区域を引き継ぐものとする。

　合併時に角館町の例に統一
する。



事務事業名
町道 町道 村道

町道認定 町道認定 村道認定

道路法第８条に基づく認定 道路法第８条に基づく認定 道路法第８条に基づく認定

路線数及び延長 路線数及び延長 路線数及び延長

１級　　40路線（延長  109,010m） １級　　22路線（延長   44,924m） １級　　18路線（延長   46,030m）

２級　　 8路線（延長   14,835m） ２級　　20路線（延長   20,593m） ２級　　15路線（延長   17,098m）

その他 559路線（延長  227,494m) その他 858路線（延長  302,131m) その他 152路線（延長   61,386m)

計　　 607路線（延長  351,339m) 計　　 900路線（延長  367,648m) 計　　 185路線（延長  124,514m)

町道整備計画（測量、改良等） 町道整備計画（測量、改良等） 村道整備計画（測量、改良等）

15年度～17年度計画 15年度～17年度計画 15年度～17年度計画

路線数　　　      　　　　18路線 路線数　　　      　　　　１４路線 路線数　　　　　  ２４路線

総事業費　　　995,000千円 総事業費　  1,198,520千円 総事業費　  1,169,674千円

<財源>　国県支出金 138,500 <財源>　国県支出金  550,000 <財源>　国県支出金  267,900

　　　  地方債     669,000 　　　  地方債      604,900 　　　  地方債      736,500

　　　　一般       187,500 　　　　一般         43,620 　　　　一般        165,274

※第４次大曲仙北広域市町村圏計画 ※第４次大曲仙北広域市町村圏計画 ※第４次大曲仙北広域市町村圏計画

　実施計画より 　実施計画より 　実施計画より

町道占用料 町道占用料 村道占用料

（別表２を参照） （別表２を参照） （別表２を参照）

街路灯 街路灯 街路灯

町設置 町設置 村設置

　町管理（道路照明）　　　771基 　町管理（道路照明）　　　807基 　村管理（道路照明）　　　209基

地域管理（防犯灯）　　　 　－ 地域管理（防犯灯）　　　948基 地域管理（防犯灯）　　　   －

地域設置 地域設置 地域設置

町管理（防犯灯）　　　　 78基 町管理（防犯灯）　　　　   － 村管理（防犯灯）　　　　   －

地域管理（防犯灯）　　　552基 地域管理（防犯灯）　　　   － 地域管理（防犯灯）　　　216基

地域設置経費に対する補助制度有り 地域設置経費に対する補助制度有り

２　町村道等関
係事業

　町村道については、すべて
市道として引き継ぐものとす
る。なお、新市においては、市
道認定基準を新たに策定す
る。

　３町村に差異がなく、現行ど
おりとする。

　新市において現計画を見直
し新計画を策定する。なお、そ
れまでは現計画を引き継ぐも
のとする。なお、老朽橋梁に
ついては、耐荷力上の緊急
性、必要性に応じて対応する
ものとする。

　設置済みの街路灯は従前の
管理方法によるものとする。
　新市においては、原則として
道路照明は新市の設置・管理
とし、防犯灯は地域の設置・管
理とする。
　なお、地域設置経費に対す
る補助制度は、田沢湖町、西
木村の例を基本として新たに
設けるものとする。

現　　　　　　　　　　況
調整方針

田沢湖町 角館町 西木村



事務事業名
除雪計画 除雪計画 除雪計画

出動基準　　新雪深10cm以上

　　　　　　午前１時（観測点３箇所） 　　　　　　午後10時（観測点１箇所） 　　　　　　午前０時（観測点３箇所）

作業時間(原則)　　午前２時～７時 作業時間(原則)　　午前０時３０分～７時 作業時間(原則)　　午前１時～７時３０分

路線数　　　535路線（232.4km） 路線数　　　381路線（148.3km） 路線数　　　219路線（ 99.8km）

平成１４年度除雪費決算額 平成１４年度除雪費決算額 平成１４年度除雪費決算額

　　　　　　　　84,031千円 　　　　　　　　60,328千円 　　　　　　　　30,583千円

除雪機材運用 除雪機材運用 除雪機材運用

直営　　５台 直営　　なし 直営　　１４台（うちリース１台）

委託　　なし

４　公営住宅 公営住宅の設置状況 公営住宅の設置状況 公営住宅の設置状況
田沢湖町営住宅（全５９戸） 角館町営住宅（全２０６戸） 西木村営住宅（全３４戸）

武蔵野団地　　　　  　　（３３戸） 玉川住宅　　　　　　　　( 9戸) ニュータウン塚野腰　　（３４戸）

公園南団地　　　　　  　（１２戸） 田中住宅　　　　　　　　(17戸)

神代団地　　　　　　   　（　４戸） 岩瀬住宅１、２号棟　　　(10戸)

武蔵野中央団地　　　　（１０戸） 岩瀬住宅３号棟　　　　  ( 5戸)

岩瀬住宅4,5,6,10,11号棟 (27戸)

岩瀬住宅７号棟　　　　　( 6戸)

岩瀬住宅８、９号棟　　　(12戸)

菅沢住宅１、２号棟　　　(30戸)

菅沢住宅３、４号棟　　　(30戸)

菅沢住宅５、６号棟　　　(30戸)

さくらぎの里Ｂ棟　　　　( 6戸)

さくらぎの里A,C,D,E棟   (24戸)

出動基準　　新雪深10cm以上

委託　　２１台（うち町からの貸与機械２０台）

　現在設置されている住宅
は、新市に引き継ぎ、管理の
適正化、効率化に努める。

委託　３１台（うち町からの貸与６台）

３　除雪関係事
業 出動基準　　新雪深10cm以上

　新市における除雪作業の効
率化及び経費縮減を図るた
め、直営・委託方式等の運用
方法を見直し、新たな除雪計
画に反映させるものとする。

　冬期間の安全な道路通行の
確保を最優先課題として、新
市において新たに除雪計画を
策定する。なお、合併時期が
冬期（１１～３月）の場合は、当
該年度は従前の計画を引き継
ぎ運用するものとする。

現　　　　　　　　　　況
調整方針

田沢湖町 角館町 西木村



事務事業名
入居資格（主な要件） 入居資格（主な要件） 入居資格（主な要件）

同居要件 同居要件 同居要件

同居している（しようとしている）親族あり 同居している（しようとしている）親族あり 同居している（しようとしている）親族あり

※住宅種類によっては、独居高齢者も可

収入要件 収入要件 収入要件

月平均２０万円以下 月平均２０万円以下 月平均２０万円以下

連帯保証人 連帯保証人 連帯保証人

原則として　１人 原則として　２人 原則として　１人

入居者募集及び選考 入居者募集及び選考 入居者募集及び選考

募集時期　　随時 募集時期　　随時 募集時期　　随時

選考　　公開抽選

　　　を設置（委員は３～７名） 　　　を設置（委員は３～７名）

使用料 使用料 使用料

家賃 家賃 家賃

公営住宅法施行令第２条の規定による額 公営住宅法施行令第２条の規定による額 公営住宅法施行令第２条の規定による額

敷金 敷金 敷金

家賃の３か月分 家賃の３か月分 家賃の３か月分

使用料の徴収 使用料の徴収 使用料の徴収

納期 納期 納期

毎月末日 毎月末日 毎月末日

納付方法 納付方法 納付方法

納付書 納付書及び口座振替 納付書及び口座振替

選考　　必要に応じて入居者選考委員会

　合併時に田沢湖町の例に統
一する。

　角館町、西木村の例に統一
する。

　合併時に田沢湖町、西木村
の例に統一する。

選考　　必要に応じて入居者選考委員会

現　　　　　　　　　　況

田沢湖町 角館町 西木村

　３町村に差異がなく、現行ど
おりとする。

調整方針



事務事業名
用地取得単価（単位：円/㎡） 用地取得単価（単位：円/㎡） 用地取得単価（単位：円/㎡）

　　　 　 （田沢）　　（生保内）　    （神代） 　　　　（市外地）　　　（市街地）

宅地　　3,600　　不動産鑑定による 宅地　　　3,100～6,000

田　　  1,800　　1,800　　2,000 田　　  1,600　　　　　同上 田　　　  1,500～2,200

畑　　　1,200　　1,200　　1,400 畑　 　　 900　　　　　同上 畑　　 　　 800～1,100

山林　　　700      700　　　700 山林　 　 350　　　　　同上 山林　 　　 300～　360

原野　　　300      300　　　300 原野　 　 450　　　　　同上 原野　　 　 300～　360

その他　　 山林単価の１／２

※ 宅地、田は、別に定める点数区分表

により区分される。

　合併後３年を目途に地域毎
の地理的条件を考慮しつつ、
公平性・公正性が確保される
よう、取得額算定方法を調整
する。なお、それまでは現行ど
おりとする。

５　用地取得

宅地　（固定資産税の評価額を参考に算定）

現　　　　　　　　　　況
調整方針

田沢湖町 角館町 西木村



協議案第４３号  

 

   電算システム事業の取扱いについて【協定項目２３－２】（提案）  

 

 

 電算システム事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項  各種事務事業の取扱い 関 係 項 目  電算システム事業 

調整の内容 
合併時に住民記録関連電算機器及びシステムを統一し、ネットワークシステムにより運用する。 

ただし、単独処理業務システムについては、合併時までに調整する。 

 

現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

住民記録関連 住民記録・印鑑登録・外国人登録 

開発元  ：富士通株式会社 

導入事業者：北日本コンピュータ 

サービス 

パッケージ：ＰＯＲＩＳⅤ 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：オフコン 

 

 

 

平成１４年度決算額 １３，７２３千円

平成１５年度予算額 １３，７２３千円

住民記録・印鑑登録・外国人登録 

開発元  ：日立情報システムズ 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：住民記録システム、印鑑

登録システム、外国人登

録システム 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

平成１４年度決算額 １，０６９千円 

平成１５年度予算額   ９７８千円 

住民記録・印鑑登録・外国人登録 

開発元  ：アイ・エム・サービス 

導入事業者：開発元に同じ  

 

パッケージ：tops２１ 

処理形態 ：オンライン 

システム ：ＳＢＣ 

 

 

 

平成１４年度決算額 ７，０６５千円 

平成１５年度予算額 ７，０６５千円 

住民記録関係業務については、３

町村いずれかの電算システムを

採用し、片寄せ式の統合とする。 

 

 

住基ネット 

関連 

住基ネット 

開発元  ：富士通株式会社 

導入事業者：北日本コンピュータ 

サービス 

パッケージ：ＭＣＪＥＴ 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

平成１４年度決算額 １２，１０１千円

平成１５年度予算額 １２，１０１千円

住基ネット 

開発元  ：日立情報システムズ 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：総合行政情報システム 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

平成１４年度決算額 １，７３４千円 

平成１５年度予算額 ２，０２１千円 

住基ネット 

開発元  ：アイ・エム・サービス 

導入事業者：開発元に同じ 

パッケージ：tops２１ 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：ＳＢＣ 

 

 

平成１４年度決算額 ２，４９５千円 

平成１５年度予算額 ３，６４４千円 

住基ネットについては、３町村い

ずれかのシステムを採用し、片寄

せ式の統合とする。 

 



現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

税システム 

（国民健康保

険税を除く）

税システム関係（都市計画税を除く） 

開発元  ：富士通株式会社 

導入事業者：北日本コンピュータ 

サービス 

パッケージ：ＰＯＲＩＳⅣ 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：オフコン 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

税システム関係 

開発元  ：日立情報システムズ 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：（税目毎システム） 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

平成１４年度決算額 ９，２６４千円 

平成１５年度予算額 ８，４６０千円 

税システム関係（都市計画税を除く） 

開発元  ：アイ・エム・サービス 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：ＲＩＤＳ 

処理形態 ：オンライン 

システム ：ＳＢＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

住民記録の例による。 

国民年金 開発元  ：富士通株式会社 

導入事業者：北日本コンピュータサービ

ス 

パッケージ：ＰＯＲＩＳⅣ 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：オフコン 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

開発元  ：日立情報システムズ 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：国民年金システム 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

開発元  ：アイ・エム・サービス 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：ＲＩＤＳ 

処理形態 ：オンライン 

システム ：ＳＢＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

住民記録の例による。 

 



現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

国民健康保険

関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資格管理 

開発元  ：富士通株式会社 

導入事業者：北日本コンピュータ 

サービス 

パッケージ：ＰＯＲＩＳⅣ 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：オフコン 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

 

国民健康保険税 

開発元  ：富士通株式会社 

導入事業者：北日本コンピュータ 

サービス 

パッケージ：ＰＯＲＩＳⅤ 

処理形態 ：オンライン/バッチ 

システム ：オフコン 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

資格管理 

開発元  ：日立情報システムズ 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：総合行政情報システム 

処理形態 ：オンライン 

システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

※決算額・予算額は税システム関係 

に含む 

 

国民健康保険税 

開発元  ：日立情報システムズ 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：税務事務システム 

処理形態 ：オンライン 

システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

※決算額・予算額は税システム関係 

に含む 

資格管理 

開発元  ：アイ・エム・サービス 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：ＲＩＤＳ 

処理形態 ：オンライン 

システム ：ＳＢＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

 

国民健康保険税 

開発元  ：アイ・エム・サービス 

導入事業者：開発元に同じ 

 

パッケージ：ＲＩＤＳ 

処理形態 ：オンライン 

システム ：ＳＢＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

住民記録の例による。 

 



現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

福祉関連 介護保険 

 大曲仙北広域市町村圏組合介護保険事

務所にて共同処理 

〈参考〉  

介護保険事業費負担金 

１０４，１３６千円 

児童手当 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：北日本コンピュータ 

       サービス 

 パッケージ：ＭＩＮＤＣＩＴＹ 

       児童手当システム 

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：オフコン 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

 

福祉医療 

 システム未導入 

 

 

 

 

 

 

介護保険 

 大曲仙北広域市町村圏組合介護保険事

務所にて共同処理 

〈参考〉 

介護保険事業費負担金 

        １１６，３８７千円 

児童手当 

 開発元  ：日立情報システムズ 

 導入事業者：開発元に同じ 

  

パッケージ：児童手当システム 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

 

平成１４年度決算額    ０千円 

平成１５年度予算額  ３２４千円 

 

福祉医療 

 システム未導入 

 

 

 

 

 

 

介護保険 

 大曲仙北広域市町村圏組合介護保険事

務所にて共同処理 

〈参考〉 

介護保険事業費負担金 

６７，６５５千円 

児童手当 

 製造元  ：アイ・エム・サービス 

 導入事業者：開発元に同じ 

  

パッケージ：ＲＩＤＳ 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：ＳＢＣ 

 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

 

福祉医療 

 開発元  ：アイ・エム・サービス 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：ＲＩＤＳ 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：ＳＢＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

合併時までに調整する。 

 

 

 



 

 

現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

福祉関連 保育料 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：北日本コンピュータ 

       サービス 

 パッケージ：ＰＯＲＩＳⅣ 

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：オフコン 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

保育料 

 システム未導入 

保育料 

 システム未導入 

合併時までに調整する。 

上下水道関連 上下水道関係 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：テクノプラン 

  

パッケージ：調定・検針・収納 

システム 

 

平成１４年度決算額 ２，３２２千円 

平成１５年度予算額 ２，３２２千円 

 

上下水道関係 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：富士通ビジネス 

システム東北支社 

 パッケージ：マインドシティ 

       検針システム 

 

平成１４年度決算額 １，５２５千円 

平成１５年度予算額 １，６１３千円 

 

上下水道関係 

 開発元  ：ＮＥＣ 

 導入事業者：ビジネスショップ 

       サイトー 

 パッケージ：ＣＯＫＳ１ 

 

 

平成１４年度決算額 １，２１６千円 

平成１５年度予算額 １，２１６千円 

 

合併時までに調整する。 



 

現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

教育関連 学齢簿 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：北日本コンピュータ 

       サービス 

 パッケージ：ＰＯＲＩＳⅣ 

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：オフコン 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

図書館 

 システム未導入 

学齢簿 

 システム未導入 

 （住民記録からデータ抽出を行い、加

工の上、使用している） 

 

 

 

 

図書館 

 開発元  ：日立製作所 

 導入事業者：日立情報システムズ 

 パッケージ：ＬＯＯＫＳ 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

※決算額・予算額はネットワークシステ

ムに含む 

学齢簿 

 開発元  ：アイ・エム・サービス 

 導入事業者：開発元に同じ 

        

 パッケージ：ＲＩＤＳ 

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：オフコン 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

現行のとおり新市に引き継ぐ。 

選挙関連 選挙管理（選挙人名簿等） 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：北日本コンピュータ 

       サービス 

 パッケージ：ＰＯＲＩＳⅣ 

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：ＰＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

 

選挙管理（選挙人名簿等） 

 開発元  ：日立情報システムズ 

 導入事業者：開発元に同じ 

       

 パッケージ：選挙管理システム 

 処理形態 ：オンライン/バッチ 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額 １，０９０千円 

平成１５年度予算額 １，０３８千円 

 

選挙管理（選挙人名簿等） 

 開発元  ：アイ・エム・サービス 

 導入事業者：開発元に同じ 

       

 パッケージ：ＲＩＤＳ 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：ＰＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

住民記録の例による。 



現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

総務関連 給与関係 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：北日本コンピュータ 

       サービス 

 パッケージ：オリジナル 

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：オフコン 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

 

財務会計 

 開発元  ：日立情報システムズ 

  

導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：全庁舎型財務会計 

       システム 

 処理形態 ：オンライン/バッチ 

 システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

平成１４年度決算額 ３，８８８千円 

平成１５年度予算額 ９，３５９千円 

 

給与関係 

 製造元  ：イトダコンピュータ（株） 

 導入事業者：開発元に同じ 

  

 パッケージ：給与システム 

 処理形態 ：単体 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額  ７７５千円 

平成１５年度予算額  ９４５千円 

 

財務会計（決算処理のみ） 

 開発元  ：（株）あきぎんコンピュ

ータサービス 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：地公体会計システム 

  

処理形態 ：単体 

 システム ：ＰＣ 

平成１４年度決算額  ２４９千円 

平成１５年度予算額  ２４９千円 

 

給与関係 

 開発元  ：アイ・エム・サービス 

 導入事業者：開発元に同じ 

       

 パッケージ：ＲＩＤＳ 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：ＳＢＣ 

 

※決算額・予算額は住民記録に含む 

 

 

財務会計 

 開発元  ：ＩＣＳ 

 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：ＩＺＡＫ 

 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：ＰＣ 

平成１４年度決算額 ３，７５９千円 

平成１５年度予算額 ２，３８８千円 

 

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 



 

 

現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

農業委員会関

連 

農地管理システム 

 開発元  ：ソリマチ株式会社 

      （全国農業会議所企画） 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：農地等情報総合システム

 処理形態 ：単体 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額     ― 千円

平成１５年度予算額 １２，５９８千円

農地管理システム 

 開発元  ：ソリマチ株式会社 

      （全国農業会議所企画） 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：農地等情報総合システム 

 処理形態 ：単体 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額  １２５千円 

平成１５年度予算額  １２５千円 

農地管理システム 

 開発元  ：ソリマチ株式会社 

      （全国農業会議所企画） 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：農地等情報総合システム

 処理形態 ：単体 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額     ― 

平成１５年度予算額  ７，２０３千円

合併時までに調整する。 

 

農林水産関連 地籍管理 

開発元  ：国土情報開発株式会社 

導入事業者：開発元に同じ 

パッケージ：土地情報総合システム 

処理形態 ：オンライン 

システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額   ６１６千円 

平成１５年度予算額   ６１６千円 

地籍管理 

開発元  ：（株）両備システムズ 

導入事業者：開発元に同じ 

パッケージ：スーパー地籍システム 

処理形態 ：単体 

システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額 ３，０２４千円 

平成１５年度予算額 ３，０２４千円 

地籍管理 

開発元  ：国土情報開発株式会社 

導入事業者：開発元に同じ 

パッケージ：土地情報総合システム 

処理形態 ：オンライン 

システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額 １，７７５千円 

平成１５年度予算額 １，６３０千円 

合併時までに調整する。 



現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

土木建築関係 公営住宅関係 

 システム未導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事設計積算関係 

 開発元  ：（財）日本建設情報 

センター 

 導入事業者：（社）秋田県建設技術 

センター 

 パッケージ：新土木工事積算システム

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額 １，０３９千円 

平成１５年度予算額 １，０３９千円 

 

公営住宅関係 

 開発元  ：富士通株式会社 

 導入事業者：富士通エフ・アイ・ピー 

       株式会社 

 パッケージ：公営住宅管理システム 

 処理形態 ：単体 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額  １８９千円 

平成１５年度予算額  ２００千円 

 

工事設計積算関係 

 開発元  ：（株）岡田屋 

 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：明積―Ｖ～工事工種体系

積算システム 

 処理形態 ：単体 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額 １，８８２千円 

平成１５年度予算額 １，８９０千円 

公営住宅関係 

 システム未導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事設計積算関係 

 開発元  ：（財）日本建設情報 

センター 

 導入事業者：（社）秋田県建設技術 

センター 

 パッケージ：新土木工事積算システム

 処理形態 ：バッチ 

 システム ：ＰＣ 

 

平成１４年度決算額  １，０８１千円

平成１５年度予算額  １，０９２千円

合併時までに調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時までに調整する。 

 

 



現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

保健関連 

（各町村同一

システム） 

健康管理 

 開発元  ：日立情報システムズ 

 導入事業者：県総合保健事業団 

 パッケージ：秋田県市町村保健情報シ

ステム市町村健康管理シ

ステム 

集団検診システム 

 開発元  ：日立情報システム 

 導入事業者：県総合保健事業団 

 パッケージ：秋田県市町村保健情報シ

ステム市町村健診受付シ

ステム 

その他 

コクホラインシステム 

連合会ネットワークシステム 

 

 

左に同じ 左に同じ 合併時までに統合する。 

 

その他 グループウエア 

 開発元  ：（株）ネオジャパン 

 導入事業者：東日本電信電話（株） 

 パッケージ：デスクネッツ 

 処理形態 ：オンライン/バッチ 

 システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

※決算額・予算額は地域イントラネット

 維持管理費用に含む。 

グループウエア 

 開発元  ：日立情報システムズ 

 導入事業者：開発元に同じ 

 パッケージ：総合情報システム 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

平成１４年度決算額 ５，９４１千円 

平成１５年度予算額 ６，０００千円 

 

グループウエア 

 開発元  ：Lotus Notes/Domino 

 導入事業者：ＩＣＳ 

 パッケージ：Ｎｏｔｅｓ 

 処理形態 ：オンライン 

 システム ：Ｃ／Ｓ従来型 

 

平成１４年度決算額 ５６１千円 

平成１５年度予算額 ５６１千円 

 

合併時までに調整する。 

 



協議案第４４号  

 

   ごみ収集運搬業務事業の取扱いについて【協定項目２３－１６】（提案）

 

 

 ごみ収集運搬業務事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項  各種事務事業の取扱い 関 係 項 目  ごみ収集運搬業務事業 

調整の内容 

ごみ収集運搬業務事業については、事業の一元化に向け調整するものとする。 

 （1） ごみ分別・収集については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

    ただし、収集区域、分別方式及び収集回数については、新市一般廃棄物処理計画を策定の上、調整する。 

 （2） ごみ処理に関する諸制度については、合併時までに調整する。 

 （3） ごみ処理に関する施設については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

 

現        況 

 事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

ごみ分別 可燃物 生ごみ、紙くず、プラス

チック類 

 

不燃物 ガラス類（電球含む）小

型家電 

 

資源ごみ 缶類、ＰＥＴボトル、

古紙全般 

 

粗大ごみ 自転車、畳、家具類、

家電（特定４品目除く）、

布団類、発泡スチロール 

 

電池類 蓄電池を除く乾電池等 

同一 同一 現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 



 

現                況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
具体的な調整方法 

ごみ収集 

 

対象人員 町内全世帯 

対象区域 町内全域 

収集率  １００％ 

収集体制 委託 

収集方式 ステーション方式 

収集方法 定期収集 

 

収集区域を４分割して収集する。収

集された可燃ごみと資源ごみは北

浦環境センターへ搬入し、不燃ごみ

は最終処分場へ搬入する 

 

平成１４年度決算額 

５０，５１１千円

平成１５年度予算額     

４５，１８３千円

対象人員 町内全世帯 

対象区域 町内全域 

収集率  １００％ 

収集体制 委託 

収集方式 ステーション方式 

収集方法 定期収集 

 

収集された可燃ごみと資源ごみは

北浦環境センターへ搬入し、不燃ご

みは最終処分場へ搬入する 

 

 

平成１４年度決算額 

２０，３１３千円 

平成１５年度予算額     

２１，０００千円 

対象人員 村内全世帯 

対象区域 村内全域 

収集率  １００％ 

収集体制 委託 

収集方式 ステーション方式 

収集方法 定期収集 

 

収集された可燃ごみと資源ごみは北浦

環境センターへ搬入し、不燃ごみは最

終処分場へ搬入する 

 

 

平成１４年度決算額  

８，１１１千円

平成１５年度予算額  

９，１２０千円

現行のとおり新市に引き継

ぐ。現在の町村界については

収集区域の再編を検討する。 

ごみ処理に関

するその他制

度 

生ごみ処理容器購入費補助 

 （いずれも 1/2 補助） 

 コンポスト 上限１０千円 

 電気式生ごみ処理機 

      上限１５千円 

 

平成１４年度決算 ３４９千円 

平成１５年度予算 ３００千円 

生ごみ処理容器購入費補助 

 （1/2 補助） 

 コンポスト 上限 ５千円 

 

 

 

平成１４年度決算  ８２千円 

平成１５年度予算  ３９千円 

生ごみ処理容器購入費補助 

 （いずれも 1/2 補助） 

 コンポスト 上限 ５千円 

 電気式生ごみ処理機 

      上限２０千円 

 

平成１４年度決算 １３４千円 

平成１５年度予算 ２３５千円 

合併時までに調整する。 



現                況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

ごみ減量等推

進審議会等 

田沢湖町廃棄物減量等推進審議会 

（平成５年設置 委員数１０名） 

一般廃棄物の減量等に関する事項

を町長の諮問に応じ、調査し審議す

る。 

 

平成１４年度決算  ２７千円 

平成１５年度予算  ５５千円 

角館町環境美化推進協議会 

 

美化協力員（現在１８３名）の協力

により、ごみ資源化、減量化、分別

の周知徹底を行う。 

 

平成１４年度決算 １，２４８千円 

平成１５年度予算 １，１３５千円 

西木村廃棄物減量等推進審議会 

（平成 年設置 委員数１０名） 

一般廃棄物の減量等に関する事項を町

長の諮問に応じ、調査し審議する。 

 

 

平成１４年度決算  ２９千円 

平成１５年度予算  ４８千円 

 

合併時までに調整する。 

ごみ処理施設 田沢湖町一般廃棄物最終処分場 

平成１４年４月稼動 

処理能力（埋立容量）  

６９，４５１立米

埋立計画年数      １５年 

平成１４年度末埋立率（覆土含

む）        １．６８％

使用料 

１００㎏まで２００円以下５０

㎏増す毎に１００円を加算する。

 

経費 

 委託業務（水質検査・浸出水管理、

電気保安等）人件費等総額 

 

 

平成１４年度決算 ５，９５７千円

平成１５年度予算 ７，５９９千円

角館町一般廃棄物最終処分場  

平成１３年４月稼動 

処理能力（埋立容量） 

        ６３，６００立米 

埋立計画年数      １５年 

平成１４年度末埋立率（覆土含む） 

           ４．３％ 

使用料 

１００㎏まで２００円以下５０

㎏増す毎に１００円を加算する。 

 

経費 

委託業務（水質検査・浸出水管理、

電気保安等）人件費等総額 

 

 

平成１４年度決算１３，７５１千円 

平成１５年度予算１４，４２３千円 

西木村一般廃棄物最終処分場 

平成１３年４月稼動 

処理能力（埋立容量） 

         １４，６００立米

埋立計画年数      １５年 

平成１４年度末埋立率（覆土含む）

            １２．７％

使用料 

１００㎏まで２００円以下５０㎏増

す毎に１００円を加算する。 

 

経費 

委託業務（水質検査・浸出水管理、

電気保安等）人件費等総額 

 

 

平成１４年度決算 １１，２７６千円

平成１５年度予算 １１，２２７千円

現行のとおり新市に引き継

ぐ。 

 



協議案第４５号  

 

   環境対策事業の取扱いについて【協定項目２３－１７】（提案）  

 

 

 環境対策事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項 各種事務事業の取扱い 関 係 項 目  環境対策事業 

調整の内容 

１ 環境対策事務及び事業については、再編に向けて次の区分により調整する。 

 (1) 現行のとおり新市に引き継ぐもの。 

 (2) 新市において調整するもの。 

２ 環境保全の推進については、新市において新たな基本計画を策定する。 

  なお、新計画が策定されるまでの間は、現計画を新市に引き継ぎ運用する。 

 

現        況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

環境美化事業等 

 

春のクリーンアップ（雪消え時） 

秋のクリーンアップ 

（田沢湖マラソン直前） 

秋田県ビューティフルサンデー 

      （４月第２日曜日） 

他、地域住民が団体を構成し、独

自に清掃活動を実施する場合 

 

 

桧木内川河川清掃（花見前） 全村一斉美化奉仕（春、秋の年２回）

※春のみごみ袋代を村負担 

 

 

 

 

平成１４年度決算   ３０千円 

平成１５年度予算   ３０千円 

 

合併後に再編する。 

 

河川等水質検査 生活雑排水水質検査 

（７月～１０月 町内１０カ所） 

検査業者委託により、ＢＯＤ、Ｃ

ＯＤ等２３項目の検査を実施す

る。 

平成１４年度決算 ３８８千円 

平成１５年度予算 ２５２千円 

※最終処分場の処理水のみの検査

実施 

水質随時調査 

（年４回 桧木内川６地点）

 

 

 

平成１４年度決算   ４２５千円 

平成１５年度予算   ４２５千円 

現行のとおり新市に引き継

ぐ。具体的検査方法、内容に

ついては新市の環境計画に

よる。 

 



現                況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方針 

不法投棄ごみ

防止等 

不法投棄監視員 

（降雪期を除く毎年度）

全町を１０分割とし担当区を設置

のうえ、１０名の監視員が、看板設

置・パトロールを行い、報告書を作

成、担当課あて提出する。 

 

平成１４年度決算  ２５０千円 

平成１５年度予算  ２３０千円 

職員による林道等の不法投棄パト

ロール（不定期） 

 

 

 

不法投棄パトロール 

不法投棄監視員３名によるパトロ

ールを実施。また、郵便局との委託

契約により村内パトロール・ゴミ捨

て禁止看板等の設置を実施する。 

 

 

平成１４年度決算 １５０千円 

平成１５年度予算 １０５千円 

合併時に統合する。 

特定施設各種

届出等 

都市計画区域等において、騒音規制

法、振動規制法に規定されている特

定施設を建設、設置する場合に必要

な届出書の受理・審査を行う。 

（田沢湖町においては製材所） 

 

届出受理・審査の業務であるため 

予算決算無し。 

都市計画区域等において、騒音規制

法、振動規制法に規定されている特

定施設を建設、設置する場合に必要

な届出書の受理・審査を行う。 

 

 

届出受理・審査の業務であるため 

予算決算無し。 

なし 現行のとおり新市に引き継ぐ。 

環境に関する

計画等 

田沢湖町環境保全条例 

（平成２年制定） 

田沢湖町地球温暖化対策実行計画 

 

 

角館町役場地球温暖化対策実行 

計画（平成１５年度～１９年度） 

・環境にやさしい公共施設の行動 

・「環境宣言の村」アクション 

プログラム 

・西木村役場地球温暖化対策 

実行計画   

（いずれも策定中） 

 

「西木村環境保全基本条例」におい

て、環境理念を設け実現に向けて環

境保全等を総合的に計画する。 

新市において新たに「地球温暖

化対策実行計画」「環境づくり

計画」を策定する。 

 

新計画が策定されるまでの間

は、現計画を新市に引き継ぎ運

用する。 

 



協議案第４６号  

 

   上・下水道事業の取扱いについて【協定項目２３－２２】（提案）  

 

 

 上・下水道事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  

 



協 議 事 項 各種事務事業の取扱い 　　関　係　項　目 上下水道関係事業の取扱い

【上水道（簡易水道、小規模水道を含む）事業について】

（１）上水道事業については、現行どおり新市に引き継ぎ、健全運営と普及率の格差是正に努めるものとする。

（２）加入金等の取扱いについては、合併時に角館町の例に統一する。

（３）上水道使用料については当面現行どおりとし、合併後の統一に向けて段階的に調整するものとする。

【下水道（公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、林業集落排水、簡易排水を含む）事業について】

（１）下水道事業については、現行どおり新市に引き継ぎ、健全運営と普及率の格差是正に努めるものとする。

（２）受益者負担金については、認可されている計画事業は、現行どおり新市に引き継ぐものとする。

（３）下水道使用料については当面現行どおりとし、合併後の統一に向けて段階的に調整するものとする。

【合併処理浄化槽設置事業について】

（１）補助金交付型事業の補助金限度額については、現行どおり新市に引き継ぐものとする。

（２）市町村設置型事業（個別排水処理施設を含む）の受益者分担金及び使用料については、平成１８年度までは、現行どおり新市に引き継ぐものとする。

【設備整備補助等の制度について】

（１）水洗便所改造資金助成制度については、合併後５年間は現行どおりとする。

（２）田沢湖町独自の助成制度については、合併時に廃止する。

（３）西木村独自の集落排水環境整備費補助金については、合併後５年間はその例により、新市に引き継ぐものとする。

事務事業名
１ 上水道事業 上水道事業の実施状況 上水道事業の実施状況 上水道事業の実施状況

○ 田沢湖町水道事業（地方公営企業法適用） ○ 角館町水道事業（地方公営企業法適用）

生保内地区 角館地区

○ ○ ○ 西木村簡易水道事業

田沢地区 白岩地区 西明寺地区

潟地区 釣田地区 潟野地区

田沢湖高原地区 西長野地区 桧木内地区

水沢地区 西根地区

城廻地区 中里地区

北部地区

○ ○ 西木村小規模水道事業

北沢地区 潟尻地区

相内潟地区

上水道普及率（H15.4現在） 上水道普及率（H15.4現在） 上水道普及率（H15.4現在）

普及率（給水人口/総人口）　　　53.6% 普及率（給水人口/総人口）　　　45.1% 普及率（給水人口/総人口）　　　69.0%

＜上水道事業＞
　現行どおり新市に引き継ぎ、
合併時から地方公営企業法を
適用し健全運営に努めるもの
とする。

＜簡易水道事業及び小規模
水道事業＞
　現行どおり新市に引き継ぎ、
地方公営企業としての健全運
営に努めるものとする。

　また、上水道の普及率の向
上を図るとともに格差是正に
努めるものとする。

調整の内容

調整方針
現　　　　　　　　　　況

西木村角館町田沢湖町

角館町簡易水道事業（地方公営企業法適用）田沢湖町簡易水道事業（地方公営企業法適用）

角館町小規模水道事業（地方公営企業法適用）



事務事業名

加入金等 加入金等 加入金等

○ 特別使用料として ○ 加入金として

30,000円/件 15,750円/件

○ 設計審査及び工事検査手数料として ○ 設計審査及び工事検査手数料として

（１件あたり） （１件あたり）

口径13・20㎜　新築・全面改造 　8,000円 口径13㎜   　　　　　　　         2,000円

　　　　　　　　　その他       　　    4,000円 口径20㎜        　　　　 　　　   3,000円

口径25・30㎜　新築・全面改造  10,000円 口径25～40㎜   　　　　 　　　  4,000円

　　　　　　　　　その他     　　      5,000円 口径50㎜～     　　　　　　　    5,000円

口径40・50㎜　新築・全面改造　14,000円

　　　　　　　　　その他    　　       7,000円

口径75・100㎜ 新築・全面改造　20,000円

　　　　　　　　　その他     　　     10,000円

口径150㎜     新築・全面改造　30,000円

　　　　　　　　　その他    　　      15,000円

検針 検針 検針

検針員数　　３名（委託） 検針員数　　４名（委託） 検針員数　　２名（委託）

※冬期間（1～4月）概算請求、5月精算 ※冬期間（1～4月）概算請求、5月精算 ※冬期間（12～4月）概算請求、5月精算

上水道の用途区分及び使用料の算定

用途区分　　（別表１を参照） （同　左） （同　左）

使用料の算定　（別表２を参照）

　検針業務については、検針
員数を現行どおりとして新市
に引き継ぐものとする。
　なお、冬期間の取扱い（メー
ター確認できないもの）につい
ては、西木村の例により調整
する。

　上水道使用料については、
当面現行どおりとし、合併後の
統一に向けて段階的に調整
するものとする。

　合併時に、給水装置規模に
応じて手数料として徴収して
いる角館町の例に統一する。

調整方針
現　　　　　　　　　　況

田沢湖町 角館町 西木村



事務事業名

使用料徴収 使用料徴収 使用料徴収

直接納付 直接納付 直接納付

納付書発行　　　　毎月15日 納付書発行　　　　毎月15日 納付書発行　　　　毎月15日

納期限　　　　　　　毎月末日 納期限　　　　　　　毎月末日 納期限　　　　　　　毎月25日

口座振替 口座振替 口座振替

口座振替日　　　　毎月25日 口座振替日　　　　毎月28日 口座振替日　　　　毎月20日

集金（簡易水道のみ） 集金 集金

徴収員数　　４名（委託） 徴収員数　　２名（委託） なし

給水装置工事事業者指定 給水装置工事事業者指定 給水装置工事事業者指定

指定有効期間　　　　なし 指定有効期間　　　　なし 指定有効期間　　　　なし

登録手数料　　　　　10,000円／件 登録手数料　　　　　10,000円／件 登録手数料　　　　　10,000円／件

諮問機関等 諮問機関等 諮問機関等

なし

角館町水道運営審議会

委員　　　１０名以内（任期２年）

　合併時から、直接納付による
納期限及び口座振替日は、
毎月末日とする。
（※下水道使用料徴収の調整
方針と同一）
　また、集金業務については、
当面現行どおりとする。

　指定給水装置工事事業者
審査委員会は、合併時に廃止
する。
　水道運営審議会は、新市に
おいて新たに設置する。

調整方針

　施工技術の維持向上と責任
施工を促進するため、合併時
から、有効期間を「２年」とし、
登録手数料は「１０，０００円」と
する。

（※排水設備工事店指定の調
整方針と同一）

角館町指定給水装置工事事業者審査委員会

現　　　　　　　　　　況

田沢湖町 角館町 西木村

西木村指定給水装置工事事業者審査委員会



事務事業名
２ 下水道事業 下水道事業の実施状況 下水道事業の実施状況 下水道事業の実施状況

○ 公共下水道事業 ○ 公共下水道事業

○ 特定環境保全公共下水道事業

○ 農業集落排水事業 ○ 農業集落排水事業

前郷地区 西明寺地区

西明寺南部地区

西明寺西部地区

桧木内地区

戸沢地区

○ 林業集落排水事業

相内潟地区

中里地区

○ 簡易排水事業

潟尻地区

下水道普及率 下水道普及率 下水道普及率

普及率（処理区内人口/総人口）　　39.8% 普及率（処理区内人口/総人口）　　64.7% 普及率（処理区内人口/総人口）　　81.2%

水洗便所設置率（設置/総人口）　　27.8% 水洗便所設置率（設置/総人口）　　19.0% 水洗便所設置率（設置/総人口）　　39.2%

受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金

負担額 負担額 なし

武蔵野負担区    　　　227円／㎡ 下水　　　　　　　　　　　410円/㎡

武蔵野第２負担区　    320円／㎡

宿　負担区　　　　　　390円／㎡ 農集　　　　　　　　100,000円/戸

春山負担区　　　　　　290円／㎡

潟前負担区　　　　　　340円／㎡

賦課 賦課

５年分割　年４回（７、９、１１、１月） ３年分割　年４回（６、８、１０、１２月）

徴収 徴収

窓口納付及び口座振替 窓口納付

前納報奨金

納期前一括納付につき、支払残回数

に応じて納付金額の2%～20%

　下水道事業については、現
行どおり新市に引き継ぎ、地
方公営企業としての健全な運
営に努めるものとする。
　また、普及率及び水洗便所
設置率の向上を図るとともに
格差是正に努めるものとする。

　

　合併時に認可されている事
業の受益者負担金について
は現行どおりとし、合併後の認
可事業については新市で定
めるものとする。
　なお、賦課及び徴収業務に
ついては田沢湖町の例に統
一する。
　また、前納報奨金制度につ
いては、合併後５年間は田沢
湖町の例により、新市に引き
継ぐするものとする。

調整方針
現　　　　　　　　　　況

田沢湖町 角館町 西木村



事務事業名

下水道使用料の算定 下水道使用料の算定

世帯員数に基づく算定

（別表３を参照） （別表３を参照）

使用料徴収 使用料徴収 使用料徴収

直接納付 直接納付 直接納付

納付書発行　　　　毎月15日 納付書発行　　　　毎月16日 納付書発行　　　　毎月15日

納期限　　　　　　　毎月末日 納期限　　　　　　　毎月28日 納期限　　　　　　　毎月末日

口座振替 口座振替 口座振替

口座振替日　　　　毎月25日 口座振替日　　　　毎月28日 口座振替日　　　　毎月20日

集金 集金 集金

※上水道料金徴収員が併せて実施 なし 徴収員数　　３名（委託）

排水設備工事店指定 排水設備工事店指定 排水設備工事店指定

指定有効期間　　　　２年間 指定有効期間　　　　５年間 指定有効期間　　　　５年間

登録手数料　　　 　　20,000円／件 登録手数料 　　　　　なし 登録手数料　　　　　 なし

補助金交付型（下水道区域内）

補助金限度額

　　５人槽　　　375,000円/か所

　　７人槽　　　438,000円/か所

　１０人槽　　　555,000円/か所

市町村設置型（下水道区域外） 市町村設置型（下水道区域外）

受益者分担金（専用・併用住宅の場合） 受益者分担金　　　

　　５人槽　  　　93,900円/か所 　　なし

　　７人槽　　　109,500円/か所

　１０人槽　　　139,200円/か所

使用料 使用料

専用・併用住宅　基本額1,500円/世帯 　　（集落排水事業使用料と同一）

　　　　　　　　　　　 人数割  500円/人

事業所等　　　　　 基本額3,000円/世帯

　　　　　　　　　　　 人数割  500円/人

現　　　　　　　　　　況

田沢湖町 角館町 西木村

　施工技術の維持向上と責任
施工を促進するため、合併時
から、有効期間を「２年」とし、
登録手数料は「１０，０００円」と
する。
（※給水工事事業者指定の調
整方針と同一）

　受益者負担金及び使用料に
ついては、平成１８年度（西木
村の事業計画終了年度）まで
は、現行どおりとする。

３　合併処理浄
化槽設置事業

水道水の使用量に基づく算定 （同　左）

（同　左）

　補助金限度額については、
現行のとおりとする。

　下水道使用料については、
当面現行どおりとし、合併後の
統一に向けて段階的に調整
するものとする。

調整方針

　合併時から、直接納付による
納期限及び口座振替日は、
毎月末日に統一する。
（※上水道使用料徴収の調整
方針と同一）
　また、集金業務については、
現行どおりとする。



事務事業名

水洗便所改造資金助成制度 水洗便所改造資金助成制度 水洗便所改造資金助成制度
資金　　融資斡旋（金融機関） 資金　　融資斡旋（金融機関）

対象要件 対象要件 対象要件

　供用開始から３年以内 　供用開始から３年以内 　供用開始から３年以内の規定なし

限度額 限度額 限度額　　
　１戸１件につき６０万円（借
家、ｱﾊﾟｰﾄ等で２以上ある場合、１
戸20万円以内とし100万円）

　１件につき１００万円 　７２万円（借家、ｱﾊﾟｰﾄ等水洗化
するﾄｲﾚが２か所以上ある場合は、
１か所３０万円以内とし１５０万
円まで）

利子　　無利子（町負担） 利子　　無利子（町負担） 利子　　無利子

融資期間　　　　４０か月均等 融資期間　　　　５０か月均等 融資期間　　　　７２か月均等

連帯保証人　　 ２名 連帯保証人　　 ２名（うち家族１名） 連帯保証人 　　１名

助成制度

　自己資金で実施した場合、町が１万
円を交付（借家、ｱﾊﾟｰﾄ等の場合、１戸
１万円とし５万円まで）

集落排水環境整備補助金

対象工事

①
宅地内公共マス～最寄りの雑排水口
までの管埋設工事

②
村の事業を待たずに個人で合併浄化
槽を設置する工事

対象者

　世帯全員が６１歳以上

補助限度額（工事費の1/2以内とし）

① 管埋設工事

 30,000円～120,000円

※加入者及び工事の各要件による

② 合併処理浄化槽設置工事

120,000円

田沢湖町 角館町 西木村

現　　　　　　　　　　況

　合併後５年間は、西木村の
例による。ただし、対象年齢及
び補助限度額については、合
併時に見直しを図るものとす
る。

資金　　西木村ﾄｲﾚ水洗化改造等
　　　　資金貸付基金

　合併時に廃止する。

　合併後５年間は現行どおりと
する。ただし、田沢湖町の限
度額及び融資期間について
は、角館町の例に統一できる
よう金融機関等と調整に努め
るものとする。

調整方針

４　設備整備補
助等の制度



協議案第４７号  

 

   地域交通対策関係事業の取扱いについて【協定項目２３－３０】（提案）

 

 

 地域交通対策関係事業の取扱いについて、次のとおり提案する。  



協 議 事 項 各種事務事業の取扱い 関 係 項 目 地域交通対策関係事業の取扱い 

調整の内容  生活バス路線維持、町営バス等の公共交通機関の確保・充実に関する事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 

現           況 

事務事業名 田沢湖町 角館町 西木村 
調整方法 

公共交通機関

の確保・充実 

■生活バス路線維持 

 岡崎院内線他８系統 

平成１４年度決算額  ９，１２１千円

平成１５年度予算額  ９，１２１千円

 

■生活バス路線維持 

岡崎院内線他８系統 

平成１４年度決算額  ６，４４７千円

平成１５年度予算額  ９，１５９千円

 

■生活バス路線維持 

 檜木内線他３系統 

 平成１４年度決算額  ９，４９４千円

 平成１５年度予算額  ９，７００千円

 

現行のとおり新市に引き継

ぐ。 

 

 

 ■町営バス運行 

 向生保内線 

平成１４年度決算額  ４，３３７千円

平成１５年度予算額  ４，７４６千円

 

■秋田内陸縦貫鉄道運営 

平成１４年度決算額 １２，７９２千円

平成１５年度予算額 １２，７９２千円

■町営バス運行 

中川線他２系統 

平成１４年度決算額 ２５，０４３千円

平成１５年度予算額 ２５，６００千円

 

■秋田内陸縦貫鉄道運営 

平成１４年度決算額 ２９，２２９千円

平成１５年度予算額 ２８，９０１千円

 

 

 

 

 

■秋田内陸縦貫鉄道運営 

平成１４年度決算額 １７，０７９千円

平成１５年度予算額 １７，０７９千円

 

 

 

 

 

（なお、内陸線運営について

は合併後速やかに事業縮

小又は廃止も含めて県・関

係町村と協議中である） 

 

 


